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【要観察児等いわゆるハイリスク児の育児支援及び療育体制の確立に関する研究】 

1 1 年度テーマ 『ハイリスク児学童期の支援体制について』 
 分担研究者 前川 喜平 
 分担研究者 １ 聖隷浜松病院小児科   犬飼 和久 
    ２ 聖マリアンナ医科大学   堀内  勁 
    ３ 聖マリア病院    吉永陽一郎 
    ４ 久留米大学医学部小児科  松井豊一郎 山下裕史郎 
    ５ 都立母子保健院   副田 敦裕 
    ６ 日本赤十字社医療センター新生児科 山上  義 
    ７ 埼玉県立医療センター神経科  奈良 隆寛 
    ８ 東京女子医科大学   山口規容子 
    ９ 神戸大学医学部小児科   上谷 良行 
   大宮心身障害センター   宮尾 益知 
   青山学院大学文学部   庄司 順一 
   名城大学教職課程部   神谷 育司 
 
Ｃ．研究方法 
1．ハイリスク児の就学後の調査：就学後の

学童について初年度行った児の状況と親の

不安・ニードなどの同じ調査を全国９施設

におこなった（表１－５） 
２月１０日現在、全国９施設より１－６年

生学童４６５名（平均在胎週２９．７，出

生体重：１１３６ｇ）より解答を得た。 
質問項目別にまとめたデーターの１部（図

１－５）を記載した。１年生１１０名、２

年生７３名、３年生６３名、４年生６４名、

５年生８１名、６年生７４名である。普通

暮らすが４２８名９１．６％、特殊学級１

０名（２．２％）、通級１０名（２．２％）、

養護・肢体不自由９名（１．９％）、重複障

害１名、就学延期をまったく考えなかった

が（８６％）、家族で話し合ったが遅らせな

かった５６名（１２．０％）、実際に猶予し

たのは１名のみであった。この数値は予測

したより遥かに少ない。一方、就学年齢に

ついてどのようにお考えですかの項では、

個々の子どもの状況を配慮し、家庭の意見

を最大限尊重すべきで、もっと柔軟な考え

が必要が７６％を占めていた。就学後、現

在気になることでは、気になることはない

が２１７名（４６．６％）、現在でも気にな

っているが１０５名（２２．６％）、健康面

では気がかりなことはないが１９５名（４

１．９％）、健康面が気になる５１名（１０．

９％）、学業１４５名（３１％）である。現

在、解析中であるが、解答者の数は増加し

つつある。前年度行った就学前の調査と本

年度の結果をもとにして養育者が子どもの

発育状態と年齢によって、どのような悩

み・不安と支援のニードを持っているかを

纏めこれを支援体制に役立てる予定である。 
 






























